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「自立生活」「自立生活」センターとは

• 「自立生活」：障害者が人生の主体として、社会の中で自己
選択・自己決定し、介助などの支援を得ながら地域で平等の
機会を与えられて、普通の生活を送ること。

• 「自立生活センター」：障害者の自立生活に必要なサービス
を提供する団体。障害当事者によって運営される。条件とし
て

　(1) 代表・事務局長が障害者であること

　(2) 運営委員の51%以上が障害者であること

　(3)障害種別を超えたサービスを行っていること

　(4) 情報提供と権利擁護を基本サービスとして行っていること
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地域での自立生活
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自立生活センターの活動・サービス

自立生活センター

運動体 サービス事業体

（１）個人アドボカシー (1) ピア・カウンセリング

(2)  自立生活プログラム

（２）システムアドボカシー

行政交渉
アクセスチェック
講演会　等

(3)  介助サービス

(4) その他
移送サービス
住宅改造



アフリカ障害者地域メインストリーミング研修

• 2002年-2006年
南部アフリカ障害者の地位向上コース
• 2007年-2009年

アフリカ障害者の地位向上コース
• 2011年-2013年

アフリカ障害者地域メインストリーミング研修（英語圏、仏語圏）

JICA主催、DPI日本会議協力

アフリカ障害者リーダーの育成、「自立生活」およびその支援に
ついての知識共有

これまで累計90名の研修員
2011年から行政官向けコースも併設





南アフリカ障害者概要

• 障害者数2,255,982人（2001年の国勢調査）、南ア
全人口の4.6%

• 内訳：視覚障害724,169人、聴覚障害453,104人、
コミュニケーション障害146,164人、身体障害
668,082人、知的障害279,094人、情緒障害
354,495人。

• 人種別分布：　African 1,854,376人、Coloured
168,687人、Indian/Asian 41,235人、White 
191,693人

　（source: Prevalence of Disability in South Africa, 
http://www.statssa.gov.za/publications/Report-03-02-44/Report-03-02-
44.pdf)



南アフリカ障害者概要

• 障害の定義：社会開発省、Disabled People South Africa

（DPSA)などが障害の社会モデルに基づいて定義を提示。

　DPSA版　‘Disability is the disadvantage or 

restriction of activity caused by a society which 
takes little or no account of people who have 
impairments and thus excludes them from 
mainstream activity.' (British Council of
Organisations of Disabled People) 

　分野により異なる定義が用いられいている。

• 就労や生活の困難な障害者への障害者手当（Disability 

Grant)の支給。月額1,140ランド。（参考：南ア最低賃金月額
1,400ランド）



南アフリカ訪問調査

• 2012年10月8日-21日

• 目的

　(a)　アフリカ障害者地域メインストリーミング
研修のフォローアップ

　(b)　自立生活に関しての障害者運動の動向、
障害者の意識、行政の動向の情報収集

• 訪問した地域：ダーバン、ヨハネスブルグ、プ
レトリア



Source: http://www.places.co.za/html/visualfind.html



(1) 第8回DPI世界大会

• 2011年10月10日-13日　ダーバン

• Durban International Convention Centreにて開催

• 南アを中心に1200名（主催者発表）が参加

• DPSA（Disabled People South Africa)が主体となっ
て大会の準備・運営

• 大会のテーマ：国連障害者の権利のための条約（権
利条約、CRPD）とミレニアム開発目標（MDGｓ）を
通じたすべての人のための社会構築に向けた障害
者運動の団結

• メインストリーミング研修帰国研修員も参加



全体会全体会全体会全体会



分科会分科会分科会分科会：：：：自立生活自立生活自立生活自立生活サミットサミットサミットサミット



世界大会ポイント

• 国連権利条約の重要性と完全実施に向けた政府の
取り組みの推進。

（南ア社会開発省Dlamani大臣および女性・子供・
障害者省Xingwana大臣のスピーチ）

• アフリカ障害者の自信。アフリカ初のDPI世界大会

の成功。

　（DPSA役員らの尽力により開催にこぎつけた）

• 帰国研修員の大会運営への中心的な関与。

　（Toni Muzolisi女性・子供・障害者省副局長）



(2) ピア・カウンセリング・ワークショップ

• 2011年10月13日-16日　ダーバン

• Durban Hilton 会議室（Convention Centreに隣接）

• 帰国研修員を含むケニア、マラウイ、南アから13名
の障害当事者が参加（南アからは9名）。全員が肢
体障害者。

• 日本から障害当事者2名がピア・カウンセラーとして
参加。ワークショップを指揮。

• メインストリーミング研修のフォローアップとして
JICAが開催。



ピアピアピアピア・・・・カウンセリングカウンセリングカウンセリングカウンセリング



ピアピアピアピア・・・・カウンセリングカウンセリングカウンセリングカウンセリングのののの活動計画作成活動計画作成活動計画作成活動計画作成



参加者参加者参加者参加者・・・・介助者全員介助者全員介助者全員介助者全員でででで



ワークショップポイント

• ピア・カウンセリングという自立生活支援の技術へ
の関心の確認。
　（参加者からピアカンが好意的に受け入れられた。）
• 地域での自立生活への意識の高さの確認。
　（施設での経験を振り返り、二度と施設には戻らず地
域で暮らしていく、という参加者も）

• 自立生活センター設立の鍵となる障害者リーダーの
参加。
　（ Muzi Nkosi DPSA議長、 Piet de Witセルフ・ヘル
プ・センター “Remme-los”代表など）

• 生活状況の聞き取り。



(3) プレトリア・ヨハネスブルグ調査

• 調査期間：　2012年10月18日-20日

• 訪問先　

　障害者団体：

　セルフ・ヘルプ・センター “Shangri-La”, “Tokologo”

　Self-Help Association of Paraplegics Soweto 
(SHAP)

　政府：

　ハウテン州知事室

　女性・子供・障害者省

　社会開発省



セルフ・ヘルプ・センター とは

• 居住する障害者自身によって運営されている
グループホーム。

• 南ア全体で１８ヵ所のセンターがある。ハウテ
ン州には８ヵ所。

• センターの全国連合体としてQuadPara

Association of South Africa (QASA)が組織

されている。



Shangri-La

• 2000年設立のセルフ・ヘルプ・センター。地方政府から公園

を無償で譲り受けてセンターの敷地とした。

• ヨハネスブルグから南西に車で４５分の郊外にある。Cnr 

Ovington & Palladio Street, CE2, Vanderbijpark,1911 

• 代表：Amor Malan

• ６名の障害者が居住。介護者（Care giver)９名が隣接した建

物に居住。

• 介護者の1ヶ月の給与：1,400～2,000ランド。（南アの最低
賃金は月額１,400ランド、およそ15,000円）

• 敷地内に家屋を建築して貸し出している。家賃収入がセンター
の収入の大きな割合を占める。



Shangri-La 正門正門正門正門



Shangri-La住居棟住居棟住居棟住居棟



Shangri-La住居棟内住居棟内住居棟内住居棟内、、、、Amor Malan代表代表代表代表



Shangri-La敷地内敷地内敷地内敷地内。。。。貸貸貸貸しししし出出出出しているしているしているしている家屋家屋家屋家屋



Tokologo

• 1993年設立。黒人のコミュニティで最初のセルフ・
ヘルプ・センター

• Sowetoの再開発の進む地区内にある。3 Milkplum
Street Protea Glen, 1819, Soweto 

• 代表：Isaac Maimane

• 6名の障害者が居住。介護者は7名。

• 居住者は食費も含め月700ランドをセンターに支払
う。政府の障害者手当（Disability Grant)から支払っ
ている。障害者手当は月1140ランド。

• 運営の収入源としてランドリーサービスを行っている
が、運営は厳しい。



Tokologo周辺周辺周辺周辺。。。。再開発再開発再開発再開発がががが進進進進んでいるんでいるんでいるんでいる。。。。



外外外外からのからのからのからの様子様子様子様子



ランドリーサービスランドリーサービスランドリーサービスランドリーサービス



センターセンターセンターセンターのののの事務室事務室事務室事務室



センターセンターセンターセンターののののロビーロビーロビーロビーにてにてにてにて



Self-Help Association of the Paraplegics 

Soweto (SHAP)

• 1211 Mnai Street, Mofolo Park, Soweto, 2001 

• 1981年、Friday Mavuso（南アの著名な障害者リー
ダー、1995年死去）によりSowetoに設立。

• 作業所（Protective Workshop、社会開発省の管轄）
として位置づけられている。

• 代表：Eric Fikile

• Muzi Nkosi DPSA議長も関係が深い

• 作業場で30名ほどの障害者が工事用の安全ジャケッ
トなどの縫製を行っている。

• 慢性的な資金不足により運営は厳しい。



Eric Fikile代表代表代表代表、、、、Muzi Nkosi DPSA議長議長議長議長らがらがらがらが出迎出迎出迎出迎ええええ



SHAPのののの敷地内敷地内敷地内敷地内



SHAP作業場作業場作業場作業場、、、、30人人人人ほどのほどのほどのほどの障害者障害者障害者障害者がががが縫製作業縫製作業縫製作業縫製作業



SHAP敷地内敷地内敷地内敷地内のののの休眠物件休眠物件休眠物件休眠物件。。。。自立生活自立生活自立生活自立生活センターセンターセンターセンターのののの候補地候補地候補地候補地。。。。



ハウテン州知事室（Gauteng, Office of 

Premier）

• プレトリア、ヨハネスブルグを含む州。州都はヨハネ
スブルグ。

• Zain Bulbulia特別プログラム局長、障害当事者

• 各部局での障害者権利条約を反映した障害者支援
の推進。例）州政府の障害者職員雇用率の5%への
引き上げ（現時点では3%の達成）。

• 障害予防のための早期介入、収入創出、州政府障
害者職員の能力開発プログラムなどの活動。



右端右端右端右端ががががZain局長局長局長局長



女性・子供・障害者省（Department of Women, 

Children and People with Disabilities）

• 2009年5月に創設。大統領府に置かれた女性地位

局、障害者地位局、子供の権利室を統合。

• 女性、子供、障害者など社会的弱者の発展機会へ
の正当な権利とアクセスの実現。

• 障害者のエンパワメント、社会経済的発展に向けた
政策の実施促進／政策における障害のメインストリー
ム化の促進／障害者の権利の推進・調整・監督・報
告



中央がToni Muzolisi副局長



社会開発省（Department of Social Development)

• 社会開発、社会保障、社会福祉の担当省

• 障害者手当（Disability Grant)を管轄。窓口は各州
政府のSocial Security Agencyが家庭訪問をして
調査。

• Manthipi Molamu障害課課長、Loraine Bam課長
補佐。両名とも対麻痺の障害当事者。

• 障害関連の活動

　居住施設の監査／保護的作業所（Protective 
Workshop）の管轄／障害児への総合的支援／障
害分野の人材育成／障害者手当の管轄／地域に
根ざしたリハビリテーション（CBR)



中央：Manthipi Molamu課長、右：Loraine Bam課長補佐



訪問調査でのポイント

障害者団体側

• 地域で暮らしたいという意識

• 活発な障害者運動

行政側

• 自立生活のコンセプトとモデルの紹介は歓迎

• 自立生活支援のためのとりかかりとなる制度の存
在（障害者手当）

• 障害当事者の政府への参加

• 障害者団体への支援の拡大



南アでの自立生活センター設立に向けた事業計画

2012年11月から5年間の支援事業

（１）人材育成

　センター運営リーダー、ピア・カウンセラー、介助者などセンター
運営とサービス提供に関わる人材の育成

（２）自立生活センターの事務所設置

　サービス提供の拠点となるセンター事務所の設置（ヨハネスブ
ルグに２ヶ所ーSowetoとGermiston）

（３）モデルサービスの提供

　介助者派遣、ピア・カウンセリング、自立生活プログラムなどモ
デルとなる自立生活支援サービス提供を実施

（４）行政との交渉

　自立生活支援サービスの制度化に向けた行政交渉の支援



今後の課題

• 経済・教育面での人種・地域間格差

• 治安

• 自立生活支援サービスの制度化とサービス
の持続的運営


